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最近の道内景気は、低水準ながら持ち直している。

需要面をみると、住宅投資は低い水準ではあるが、前年を上回って推移している。輸出

は、アジア・北米向けを中心に増加している。公共投資は、補正予算の執行が一巡し増加幅

が縮小している。設備投資は下げ止まりつつある。個人消費は、耐久消費財の一部に政策効

果が見られるが、消費者の節約志向などから弱い動きとなっている。

生産活動は、在庫調整が進み持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率・新規求人数と

もに前年を上回った。企業倒産は、件数・負債総額ともに減少した。
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①個人消費～弱い動き

２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．９％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲０．１％）は、衣料品など

は前年を上回ったが、飲食料品などが前年を

下回った。スーパー（同▲１．２％）は、飲食

料品ほかすべての品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲１．２％）

は、１０ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～４ヶ月連続の増加

２月の新設住宅着工戸数は、１，３７４戸（前

年比＋２．８％）と４ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（前年比＋１５．７％）

と貸家（同＋６５．５％）は増加したものの、分

譲（同▲６２．２％）は大幅に減少した。貸家が

回復している一方で、分譲は低調に推移して

いる。

平成２１年４月～平成２２年２月の着工戸数累

計では、２５，２３２戸（前年同期比▲２６．０％）と

なり前年を下回った。持家（同▲８．８％）、貸

家（同▲３１．８％）、分譲（同▲４３．２％）とそ

れぞれが前年を下回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～前年比３ヶ月連続の上昇

２月の鉱工業生産指数は、前月比▲０．７％

と２ヶ月ぶりに低下、前年比では＋１４．３％と

３ヶ月連続の上昇となった。

業種別では、前年に比べ電気機械工業や鉄

鋼業、輸送機械工業などが上昇し、金属製品

工業や一般機械工業などが低下した。

④公共投資～２ヶ月ぶりに増加

２月の公共工事請負金額は、１８９億円（前

年比＋１９．２％）と２ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋４３．８％）、道

（同＋８６．４％）が前年を上回り、市町村（同

▲１６．３％）は前年を下回った。

平成２１年４月～平成２２年２月の累計では請

負金額８，３５１億円（前年同期比＋１０．９％）と

前年を上回っている。

⑤雇用情勢～厳しい状況

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３９倍となり、前月比０．０３ポイント、前年

比０．０１ポイントそれぞれ上昇した。前年比で

は２年８ヶ月ぶりの上昇となった。

新規求人数は、前年比９．６％増加し３ヶ月

ぶりに前年を上回った。業種別では、卸・小

売業（前年比＋１７．４％）やサービス業（同

＋２０．４％）などが大きく増加し、情報通信業

（同▲２１．９％）などが減少した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～前年を上回る

２月の来道客数は、８２２千人（前年比

＋４．７％）と１年９ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。東京、大阪などからの航空機利用による

来道客数が増加した。

平成２１年４月～平成２２年２月の累計来道客

数は、１０，６２８千人（前年同期比▲６．１％）と

前年を下回った。

⑦貿易動向～輸出は４ヶ月連続の増加

２月の道内貿易額は、輸出が前年比６２．６％

増の３３２億円、輸入が同４５．４％増の９２０億円と

なった。

輸出は、自動車の部分品や石油製品、鉄鋼

などが増加し４ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や一般機械などが増加

し、２ヶ月連続して前年を上回った。

⑧倒産動向～件数・負債総額ともに減少

３月の企業倒産は、件数は３６件（前年比

▲４４．６％）、負債総額は７３億円（同▲６６．３％）

とともに前年を下回った。

業種別では、建設業（１２件）、卸売業、小

売業、サービス・他（各６件）となった。

平成２１年度（平成２１年４月～平成２２年３

月）では、件数４８９件（前年度比▲３４．０％）、負

債総額１，７７１億円（同▲３６．８％）と大きく減少

した。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移�
売上DI 利益DI全産業�
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１．平成２２年１～３月期実績

前期に比べ売上DI（△２０）は１５ポイ

ント、利益DI（△１５）は４ポイントそ

れぞれ上昇し、業況は４期連続で改善し

た。

２．平成２２年４～６月期見通し

売上DI（△２６）は６ポイント、利益

DI（△２３）は８ポイントそれぞれ低下

する見通しである。公共工事関連業種を

中心に、先行き警戒感が強い。

定例調査

業況の持ち直し続く
第３６回 道内企業の経営動向調査

世界金融危機公共投資の減少 原油価格の高騰

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

鳥インフルエンザ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録 旭山動物園

ブーム
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送により直接回収。
調査内容
第３６回定例調査
（２２年１～３月期実績、２２年４～６月期見通し）
判断時点
平成２２年３月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４８９ １００．０％
札幌市 １９４ ３９．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １０９ ２２．３
道 南 ４４ ９．０ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６１ １２．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ８１ １６．５ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６９ ４８９ ７３．１％
製 造 業 １８２ １３３ ７３．１
食 料 品 ５７ ４２ ７３．７
木 材 ・ 木 製 品 ３２ ２３ ７１．９
鉄鋼・金属製品・機械 ４９ ３５ ７１．４
そ の 他 の 製 造 業 ４４ ３３ ７５．０
非 製 造 業 ４８７ ３５６ ７３．１
建 設 業 １４５ １０９ ７５．２
卸 売 業 ８９ ６２ ６９．７
小 売 業 ９６ ６８ ７０．８
運 輸 業 ５３ ３９ ７３．６
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２４ ８０．０
その他の非製造業 ７４ ５４ ７３．０

〈図表２〉業種別の要点

要 点（１～３月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２１年
１０～１２

２２年
１～３ ４～６

見通し

２１年
１０～１２

２２年
１～３ ４～６

見通し

全産業 製造業を中心に売上・利益ともに改善 △３５ △２０ △２６ △１９ △１５ △２３

製造業 売上は各業種とも持ち直し △３６ △１３ △１１ △２０ △１４ △１７

食料品 単価下落傾向強く、利益が減少 △２７ △１７ ７ △５ △１９ ０

木材・木製品 住宅着工増加で持ち直す △６５ △１３ △９ △３５ △４ △４

鉄鋼・金属製品・機械 公共工事増加により、売上・利益とも
に改善 △３５ △３ △２９ △３９ △６ △３２

非製造業 政策支援を受けた一部の建設・小売が
下支え △３４ △２２ △３１ △１８ △１５ △２６

建設業 公共工事関連は堅調。先行きに懸念 △１２ △１２ △４２ △２３ △２０ △４４

卸売業 建設資材・石油製品扱い業者が不振 △４９ △５０ △４２ △３０ △２１ △２１

小売業 売上は大幅改善。家電・新車販売が堅
調 △４８ △７ △５ △１８ △７ △３

運輸業 燃料価格の上昇で、利益は再び後退 △４４ △３６ △４９ １８ △１８ △３８

ホテル・旅館業 外国人観光客が回復。宿泊料金は低下 △５６ △２９ △２１ △２８ △３３ △２５

調 査 要 項
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〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�売上不振（６３％） △１ ６期連続で第１位。木材・木製品製造業（８６％）、建設業（８１％）で
８割を超える。

�過当競争（５３％） △１ 建設業（７５％）、小売業（６８％）など非製造業（６２％）で高率。

�販売価格低下（４８％） ＋１ 製造業（４７％）で７ポイント上昇。

�価格引き下げ要請（２５％） ＋３ 非製造業（２５％）は６業種全てで上昇。

�原材料価格上昇（２３％） ＋１ 製造業（３５％）で１１ポイント上昇。

�諸経費の増加（２２％） ＋１ 食料品製造業（３６％）、運輸業（３３％）で比較的高率。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�売上不振
①
６３
（６４）

①
６５
（７０）

①
５０
（６６）

①
８６
（７７）

①
７１
（６７）

①
６６
（７３）

①
６３
（６２）

①
８１
（７５）

①
６０
（７１）

③
４２
（４６）

①
６４
（５６）

②
６７
（６７）

②
５１
（４９）

�過当競争
②
５３
（５４）

２９
（４０）

１７
（２９）

２７
（４６）

２７
（４２）

②
５０
（５０）

②
６２
（６０）

②
７５
（７６）

②
４８
（４７）

①
６８
（７０）

②
４４
（４１）

②
６７
（６１）

①
５５
（４７）

�販売価格低下
③
４８
（４７）

②
４７
（４０）

②
４８
（３２）

②
４６
（４６）

②
５０
（４４）

③
４４
（４２）

③
４８
（５０）

③
５３
（５９）

③
４４
（４６）

②
５６
（５９）

２１
（２３）

①
７５
（７２）

③
４２
（４０）

�価格引き下げ要請
④
２５
（２２）

２６
（２８）

２６
（１５）

２７
（４１）

２７
（３９）

２５
（２３）

２５
（１９）

２６
（２２）

３９
（３３）

１１
（９）

２６
（２１）

２５
（２２）

２３
（１１）

�原材料価格上昇
⑤
２３
（２２）

③
３５
（２４）

２６
（２４）

③
４１
（２７）

③
４７
（２５）

２８
（１９）

１８
（２１）

１７
（１９）

２１
（２０）

２１
（２２）

２８
（４１）

８
（－）

１１
（１７）

�諸経費の増加
⑥
２２
（２１）

２１
（２１）

③
３６
（２７）

２３
（１８）

９
（２５）

１３
（８）

２２
（２１）

１７
（２１）

２１
（１３）

２９
（２０）

③
３３
（３１）

８
（１１）

２３
（３０）

�人件費増加 １４
（１２）

１３
（１４）

１７
（１２）

１４
（１４）

６
（１７）

１６
（１２）

１４
（１１）

１３
（１３）

１１
（７）

１７
（７）

５
（８）

１３
（３３）

２３
（１１）

�資金調達 １１
（１３）

１２
（１４）

１７
（１７）

９
（１８）

１５
（８）

６
（１５）

１１
（１３）

１６
（９）

３
（１１）

６
（１７）

１３
（５）

２１
（２２）

９
（２１）

	設備不足 ８
（６）

１２
（９）

１９
（１２）

１４
（５）

６
（６）

６
（１２）

７
（６）

２
（１）

３
（２）

８
（７）

１８
（１３）

１７
（１７）

６
（６）


代金回収悪化 ７
（６）

４
（４）

５
（２）

９
（５）

３
（８）

－
（－）

９
（７）

５
（３）

１６
（４）

１４
（９）

５
（１０）

－
（１１）

８
（１３）

�人手不足 ４
（７）

５
（５）

７
（５）

－
（１４）

９
（３）

－
（－）

４
（８）

１
（４）

８
（１８）

３
（１４）

８
（３）

４
（－）

６
（６）

�その他 ３
（４）

５
（５）

１０
（１２）

５
（５）

－
（－）

６
（－）

２
（４）

２
（４）

２
（４）

５
（２）

３
（８）

－
（－）

２
（４）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２１年
４～６７～９１０～１２

２２年
１～３４～６

見通し

２１年
４～６７～９１０～１２

２２年
１～３４～６

見通し

２１年
４～６７～９１０～１２

２２年
１～３４～６

見通し

全 道 △４５ △３８ △３５ △２０ △２６ △４０ △２５ △１９ △１５ △２３ ２７ ２８ ２９ ２７ ２７（２６）

札幌市 △５６ △４８ △４４ △２９ △２２ △４６ △３３ △３２ △２５ △１９ ３５ ３２ ３３ ３１ ３０（２５）

道 央 △４２ △３２ △４２ △２３ △２５ △２７ △２０ △１８ △１３ △１７ ２３ ２９ ３７ ２４ ２７（２８）

道 南 △２７ △２９ △２７ △２０ △３６ △４３ △３１ △２７ △２１ △４１ ２４ ２１ １４ ２３ ２１（３３）

道 北 △４７ △３５ △２３ △１２ △２１ △４７ △１８ △１８ △７ △２７ １９ ２２ ２７ ２３ ２４（２７）

道 東 △３８ △３０ △１９ ３ △３２ △３６ △１４ ７ ３ △３１ ２２ ２１ １９ ２５ ２２（２５）

（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、道内企業の売上DI・利益DIはともに上昇しました。景気対策の効果が

浸透し、持ち直し傾向が続いています。しかし、先行きには、その効果が一巡することを懸

念してか、公共工事関連業種等では慎重な見通しとなっています。また、単価下落傾向の強

まりや燃料費の再上昇により、多くの企業にとって「適正利益の確保」が重要な課題となっ

ています。企業は、高付加価値商品の開発、消費者への直接販売、事業体制の再構築など

様々な工夫により、この課題を乗り越えようとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜食品加工業＞

関東・関西での北海道物産展は人気がある

ため、今後も出店を増やしたい。また、未利

用資源の有効活用の一つとして、エゾシカ肉

を使用した新商品を開発した。好評なため全

国展開を考えている。

＜製パン業＞

売上は増加したが、量販店からの値引き要

請等が増加し、利益率に影響している。今後

は直営店を１年に１～２店舗増やす。そのた

め、直営店専売商品の開発、販売員教育、ブ

ランド化を積極的に行う。

＜製菓業＞

土産品が主体であるため、売上は来道者数

に影響を受ける。来道者数の前年比減少率が

縮小しつつあることや、新商品発売効果など

により売上は若干増加の見通しである。ただ

し、収益率の高い主力商品の売上はまだまだ

低位にあり、収益的には当面厳しい状況が続

く。

＜製材業＞

倒産や廃業で競合相手が減少している。こ

れはビジネスチャンスと捉えているが、一方

で、新規参入が皆無というこの業界に不安も

感じる。取引先の弱体化が進み、安易に売掛

けできない状況だが、その中で商売しなけれ

ばいけないジレンマに陥っている。

＜製材業＞

国内資源の枯渇により、業界では原料不足

の問題を抱えている。海外調達もしくは現地

生産により対応する。

＜制御盤製造業＞

社員のスキルを上げる努力をした結果、他

ではできない高品質・高技術の製品が可能に

なった。その結果固定客が増加し、ある程度

安定した経営ができるようになった。

＜車体製造業＞

環境対応車への補助金制度が延長され、３

月までは高水準の受注を確保できた。しか

し、今後は補助金が早期に枯渇する恐れがあ

る上、反動減も危惧されるため、４月以降の

受注確保については楽観を許さない。

経営のポイント

利益確保が重要課題に
〈企業の生の声〉

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年５月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６６／本文　※柱に注意！／０１２～０１５　経営のポイント  2010.04.16 20.38.06  Page 



＜住宅建築＞

今年は住宅版エコポイントがあるため、リ

フォーム工事をがんばりたい。新築住宅はあ

まり期待できない。

＜建設業＞

自治体から地域活性化臨時交付金による事

業が発注される見通しであり、前年より希望

が持てる。社内においては、リストラによ

り、完工高が半減しても維持できる体制にし

た。

＜建設業＞

売上増が必ずしも利益増につながるとは限

らず、社内的な管理がうまくいっていない。

取引先との価格交渉や諸経費の見直しを徹底

しなければ、生き残れない。

＜建設業＞

注文住宅については好調に推移している。

住宅ローンの金利低下や、住宅減税政策など

が好結果につながっている。

＜建設業＞

２１年秋に大型工事を数多く受注したため、

一時的に技術員が不足し、派遣社員等で対応

した。しかし今年３月にこれらの仕事が徐々

に終了し、４月以降は全く見通しが立たな

い。

＜防水工事業＞

防水工事業や塗装業は開業時に大きな投資

が必要ないため、異業種からの参入が多く、

過当競争で価格低下が著しい。他社がまねで

きない工法等で営業する。

＜型枠工事＞

管理コストや経費の削減はおおむね限界で

ある。更なるコストダウンとなれば、再度人

件費の見直しを図ることになるが、従業員の

生活もぎりぎりのところに来ているように感

じる。

＜マンション分譲＞

分譲マンションの在庫調整は進んでいるも

のの、見込み客は依然として慎重姿勢であ

る。ただ、例年２～５月は物件の動きが大き

い時期なので期待している。今後は、従来の

新築主体の事業展開から、リフォーム・中古

住宅の改修・売買仲介業務を重要分野と位置

づけ、組織改革を行う。

＜管工事業＞

民間物件については、ゼネコンが受注して

専門業者に下請けさせるケースがほとんどで

あるため、受注金額は見積価格の６割台とな

り、赤字物件も多い。今後は、民間・官庁物

件とも改修工事に力をいれ、利益確保を最重

点課題とする。

＜水道機材卸売業＞

業界では、近年の住宅不況にも関わらず、

不思議なくらい倒産件数が少ない。したがっ

て、売上や利益よりも債権管理を優先するこ

とが重要だと思う。

＜建材卸売業＞

売上は好調に推移している。営業対象を、

住宅・店舗などから農水産業へと移したこと

が奏功したと思われる。防水工法、ソーラー

システムなど周辺分野の売上を増やし、需要

の減少に対応したい。

経営のポイント
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＜農産物卸売業＞

昨年の天候不順により、越冬用野菜の貯蔵

量が少なく売上が減少したが、量販店からは

価格引下げ要請が強い。昨年末のお歳暮商戦

も近年になく低調であり、今後も厳しい状況

が続くと認識している。高付加価値商品を消

費者に直接販売することで、売上よりも利益

をきちんと確保したい。

＜作業用品店＞

売上は増加、利益も大きく改善した。農家

や一般客が増えていることに加え、自社商品

の卸売やインターネット販売が大きく伸び

た。今後はデフレ傾向を利用し、安く作って

潜在需要を掘り起こすような商品開発を行な

い、その価値を伝える。

＜コンビニエンスストア＞

問題点として、本部のチャージが挙げられ

る。売上が増加している時はあまり意識しな

かったが、下降期の今は重い負担となってい

る。

＜タイヤ販売＞

ここ数年、中古タイヤ・アルミの買取り販

売を行っており、確実に売上が伸びてきてい

る。今後もこれを重点的に行えば、売上増加

は可能である。

＜大型書店＞

売上・利益とも増加したが、降雪などの天

候要因が客数に大きく影響しており、計画通

りとはなっていない。基本どおりの品揃えと

売り場作りが業績向上につながると考えてい

る。

＜ガソリンスタンド＞

売上確保のため、収益を無視して価格が下

落しており、いっそうの競争激化が予想され

る。車検、整備等の収益性の高い分野へのセ

ールスを強化する。

＜運輸業＞

道内の建設関連輸送は激減している。事業

者数が多く、過当競争から収益を確保するこ

とが大変厳しいため、事業体制の再構築を実

行中である。具体的には①不採算荷主との取

引解消、②引越し輸送、機密書類輸送部門の

強化、③人員再配置と人件費・諸経費の削

減、を考えている。

＜建設機械輸送業＞

建設機械の中古市場が海外で活発化してい

るため、国内在庫がなくなっている。需要は

あるが、昨年から生産を中止しているためラ

インをすぐにフル稼働できず、特に道内向け

除雪機は納品待ちの状態である。

＜観光ホテル＞

宿泊人数は増加したが、料金を値下げした

ため売上は前年と変わらない。ただし、宿泊

料の引き下げは必要不可欠であると思われ

る。

＜観光ホテル＞

アジア系の外国人客が増加しており、特に

中国本土、台湾、香港からの観光客増加が著

しい。一方、燃料費の上昇が気がかりであ

る。

経営のポイント
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＜観光ホテル＞

多様化するお客様の要望に対し、施設改装

や人材教育など、ハード・ソフトの両面で満

足してもらえるよう対応しなければならな

い。また、旅行会社からの価格引下げ要請に

四苦八苦している。

＜建築設計＞

官発注は耐震補強設計が主で、昨年６～１０

月の間に集中受注したため外注費が増加し

た。民間においても法的業務を多く求めら

れ、人件費が増加した。

＜自動車整備業＞

自動車のIT化により整備や修理が非常に複

雑になっている。今後、高度な診断機等の設

備投資が発生すると思う。

＜自動車整備業＞

会社周辺の顧客開拓と、関連会社一体とな

った囲い込みにより、グループ全体で相互メ

リットを追求する。現在取得済みの国際標準

規格（ISO９００１、１４００１）をアピールし、他

社との差別化を図る。

＜仕出し料理＞

家族葬等の増加により、葬儀が簡素になり

料理仕出しも縮小している。自社バスの購入

により送迎を無料にして、法要の受注増を目

指す。

経営のポイント

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年５月号
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多くの企業では、年次有給休暇とは別に任意で特別休暇を設けており、その中で結婚休暇とい

うものを一般的に５日前後を平均として取得を認めています。これは「披露宴を挙げ、そのまま

ハネムーンへ！」を想定した場合に妥当な日数と思われますが、最近の新婚夫婦においては「ハ

ネムーンはまた別の機会に」と考える方が増えてきました。

そこで、ある社員の方が総務部に対して以下のような申し出をしてきました。

結婚休暇５日のうち２日間は披露宴のために取得して、残りの３日間は秋に取得してもい

いでしょうか？

ここ数年前から社員の権利（この場合は休暇）について、社員と企業の間で解釈に相違がでるよ

うな事案が増えてきています（時に「あぁ、なるほどね」と意外な盲点について驚かされること

もあります）。確かに多くの企業では、特別休暇の取扱いについて就業規則に暦日通算規定等は

設けられているものの、分割請求の可否等まで記載しているものはまだまだ少ないと思われます。

一例として扱った上記のケースにもあるように社員は、現在の価値観や感覚、環境といったも

のにある意味「純粋」に権利を請求してくるのに対し、企業は未だ従来の取扱いを単に踏襲し、

人事については「何か問題が起こってから考える」という風潮が根強いのもまた事実です。その

ような状況に目を向けた場合、社員は企業との関係性について契約概念が浸透していっているの

に対し、企業の認識は、むしろ今までの関係性をどう続けていくかにフォーカスしている感があ

ります。

そこで本稿では、変化してきた社員と企業の関係性について、特に若手社員とのトラブルを基

に企業における人事管理の喫緊の課題を考察するとともに、そのキーパーソンとなる管理職の課

題を確認していきたいと思います。

（１）関係性の変化と同時に当然トラブルの傾向が変わってきた

最近は社員との接し方についての課題を部分的なテクニックだけで解決しようとする傾向が強

く、書店にいけば小難しい「労働法」や「労務管理基礎」などよりは、「部下社員との接し方」、

「職場のコミュニケーション」などの本が並ぶコーナーに中堅の社員（管理職）と思われる方を

多くお見受けします。

確かに労使間のトラブルは各種統計にもあらわれているように急増しておりますが、実務上、

最近の傾向としては、解雇や未払残業といった会社側の対応に何らかの原因があるものにとどま

らず、今まで職場で「一般常識」や「あたりまえ」とされてきた内容についてのものが多くなっ

てきていると感じます。

さて、この「一般常識」というのは、定義があるわけでもなく、まして暗黙のルールとされて

きた要素が非常に強いものです。誰に言われたわけでもなく、自然と身についてきた感性だった

経営のアドバイス

人事管理の問題解決策
～喫緊のテーマは「ポスト」の見直し

むらずみ経営グループ
人事コンサルタント／社会保険労務士

佐藤 賢一
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ので、明確にはなっていなくても問題となることが少なかったのです。しかし、この感性が身に

ついていない社員が若手を中心に非常に増えてきました。

ここで２つの事例を見てみましょう。

＜事例１＞

ある会社で雇用していた２０代中ごろの短時間パートから、他社への就職が決まりそうなの

で明日で辞めたいとの申し出がありました。この会社では１ヶ月間のシフトで仕事を回して

いますので、それに穴を空けられると業務に大きく支障をきたします。そこでせめて１週間

ほど待ってほしいと会社が事情を含め伝えたところ、本人は何も言わずにその日帰宅しまし

た。次の日、その社員の親から「パートなんだからいつ辞めてもいいだろう」という連絡が

ありました。

＜事例２＞ こちらは、悪い意味で組織がフラット化し過ぎている兆候でしょうか。

休むという連絡について上司の個人の携帯電話にメールで行なってきた社員がいました。

休むなどの勤怠の連絡は直接、上司に行なうルールとなっていることを後日出社してきたそ

の社員に会社が指導したところ、「メールで直接上司に連絡したのに、何が悪いのでしょう

か」と開き直られました。

まず＜事例１＞ですが、ここで退職合意の成立云々を問うつもりはありません。この事例に限

ったことではありませんが、当事例はトラブルを起こす社員の特性をいくつかみることができま

す。それは、「①周りの影響を考えず自分の事情」で、「②自身の意思をきちんと説明せず」、「③

後日、第三者を通じて意思を伝えてくる」ということです。第三者はこの事例の場合、親御さん

でしたが少なからず組織で働いていた経験を持っているのなら「周りに迷惑がかかる」というこ

とを諭してもおかしくはないはずですが…。

次に＜事例２＞ですが、企業側が意図していること（というよりも社会での一般常識）は、

「電話を用いて口頭で連絡」なのですが、この若手社員にとって連絡方法の常識は「メール」で

す。ですから「きちんと連絡したのに何が悪いのか？」となってしまうのです。この場合、悪気

はほとんどありません。「会社への連絡と言えば電話が常識だろう！」と上司に怒られてはじめて

それが「常識」だということを知るのです。この話しをセミナーでさせていただくと皆さん驚か

れますが、現実に起きていることなのです。

「育った環境が違う」と結論付けるのは簡単なことですが、多様な考え方、価値観を持つ社員

が増えてくる現実を企業としては避けて通れません。また、トラブルが起きるとすぐ法律論で解

決を試みようとする動きが高まっていますが、「協働の場」である職場においてその対応が果た

して「健全」であるのかは疑問に感じるところです。

採用ではその人物を１００％見極めることが不可能である以上、入社にあたって「最低限の一般

常識は身についているだろう」、「２２歳にもなれば当然わかっているだろう」といった思い込みか
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らは、１８０度考え方を転換しなければいけません。つまり、今後は社内における教育ないし育成

のあり方を大きく変える必要があるということです。これは自社の商品やサービスを正しく理解

してもらう、営業の仕方、事務の処理方法を習得してもらうといった成長のためだけに行うので

はなく、トラブル（率直に言うと「無駄なトラブル」です）を少しでも回避するためにも行う必

要があるのです。

一般的に企業内の教育や育成と言えば、入社時に多くの研修（座学やロールプレイング）が行

われ、それから半年も経つと基本的には現場主体のOJTに変わります。OJTとはいえ、基本的に

は「オレの背中を見て覚えろ」というのが実態の多くですので、当然こういった部分も変えてい

く必要があります。

一時期、人事のトレンドは自律型社員の確保に流れました。そこでのキーワードは「気付き」

であり、いかにこの「気付き」を多く持つ社員を確保（または育成）できるかがテーマでした。

「気付き」とは要は「言われなくても何をすべきか自分で考え自分で行動できる」ことであり、

人事の視点からすれば非常に望ましい人材像です。そのような背景からここ数年の間に「オレの

背中を見て覚えろ」という従来のOJTにコーチング（実際にできる方は少ないのですが）をプラ

スして育成する手法が増えたわけです。

さて、これを現在の若手社員にあてはめるとどういうことが起こるでしょうか。

「そういうことは聞いていません」、「説明がありませんでした」、「そういうことなんですか？」…。

全員が全員というわけではありませんが、総体的にその比率は増していくことでしょう。そう

考えると、やはり教育や育成というものに企業としてもう一歩踏み込んで取り組む必要がありま

す。それと同時に単にOJTだけではなく、きちんと「指導」ができるかどうかがポイントになって

きますから、「育てる仕組み」と「部下を指導できる上司」はますます必要不可欠となってきます。

（２）管理職（上司）の力量がリスクに比例する

育成は、コストの問題だけではなく上司の指導力という非常に属人的な資質の問題に直結しま

す。以前は、程度の差こそあれ「オレの背中を見て覚えろ」で済んだものが、そのような指導を

続けているとかえって「何も教えてくれなかった」、「仕事を与えられなかった」、「放っとかれ

た」ひいては「無視された」…といったことにも繋がりかねません。

最近多くなってきているいわゆる「パワーハラスメント」の問題については、「指導する上

司」と「指導を受ける部下」の感覚の違いがその一要因にあることからも、上司という役割に対

しての適性の見極めは非常に重要であり、今後は単に指導力欠如という問題だけではなく別のリ

スクも包括することになる認識をもつことが重要です。

前章で確認したように、職場での「一般常識」がもはや「常識」ではなくなってきていますか

ら、本来であれば、自然に解決されるべき問題も解決されずにどんどん顕在化してきます。特に

職場内の上司と部下の関係を中心とするコミュニケーションの問題は、今までであれば上司に

「非」があったとしても、ほとんどの場合は社員が泣き寝入りしてきたのが実態でしょう。つま
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り、以前からこのような上下間の問題は多かれ少なかれあったとしても、それが顕在化すること

は極めて少なかったのです（社員は我慢をするか、去るか、のいずれかしか選択肢を持っていま

せんでした）。しかし、最近はやはり「純粋」におかしいものはおかしいと、きちんと社員が声

をあげるようになってきました（ある意味、これはこれで健全なことですが）。そしてこれが対

個人間において解決できない場合は、もはや単に上司と部下の問題ではなく企業全体の問題に発

展していくのです。

また、成果主義だ、業績主義だと言われながらも結局は「なぁなぁ」で行われてきた「人事評

価」に関するトラブルが今後は増えてくるでしょう。企業全体の原資を拡大させるのではなく、

原資そのものが減少していく中にあって、評価は結局のところ、その配分についての基準となり

ます。ビジネスモデルを変化させないかぎりは、例えば原資が昨年の１００から８０へ減少した場合

に社員は今までと同じ働きをしているにも係わらず、誰かが「割を食う」形となります。そうな

った際に、配分の基準となった評価の内容について社員は意識するわけですから、その根拠ない

し理由の説明がきちんとなされない場合、「おかしい」という不満に繋がり、これが「評価を通

じた嫌がらせである」や「嫌われているから不当に評価された」という声に発展した場合、トラ

ブルとなって現れてくるのです。

厳しい経営環境においては、企業内のコスト管理が進むと人件費の個人への配分についてもド

ラスティックにならざるを得ません。徐々にではありますが社員個人個人の「配分格差」が大き

くなっていくことを考えれば、社員の心情からしても自分の評価は「なぜか」という答えを求め

るでしょう。一定の企業規模になれば上司が部下に対して「評価をする」という役割を担うわけ

ですから、「なぜか」という当然の問いに対して説明ができなければいけません。

（３）社員が「ポスト」に魅力を感じなくなってきた

以後は、上司という表現を管理職に改めてお話させていただきます。

特に中小企業の管理職は、ほとんどが「プレイヤー」としての実績をあげてきた人材が多いの

が事実でしょう。人事制度のコンサルティングをさせていただくと各企業の評価基準ないし指標

を確認いたしますが、そこにある内容と現在いらっしゃる管理職の特性はまず一致することはあ

りません。これは言葉や文章にせずとも経営者の意を汲んだ社員が高いポストをあてがわれたか

らであり、別に間違ったことではなくごくごく自然な、あたりまえの企業の事情だと思います。

また、貢献度の高い社員のモチベーション向上とその維持を金銭ではなく、非金銭的対価である

「ポスト」により解決する方法は、コストの抑制にも繋がることからも進んで取り入れてきた企

業の事情もあります。

コンサルティングをさせていただいたケースにおいても、管理職（何らかのポストに就いてい

る社員）と非管理職の人数が逆転していたり、個人別貢献利益の水準からしても賃金はさほど高

くないが、ポスト名称は役員に次ぐ地位であったり、というのがかなり多くあります。

このような企業の「事情」からも自然と職制はプレイヤーとしての実績がベースとなっている

ことが多いのです。

しかし、上述したように労使間のトラブルが急増している以上は、今後、誰にポストを任せる
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かが極めて重要な課題です。従来のように非金銭的対価として、「ポスト」を報酬化することは

これからの時代にあたって百害あって一利なしです。確かに「バランス」を重視してきたことで

組織が保たれていた側面もあるでしょうが、逆にそれが現在、足枷となって組織力を低下させて

いる可能性も考えなくてはいけません。

さらにビジネスの世界において、企業内でのポストはさほど重要ではなくなってきました。こ

れだけ個々の商品やサービスの「質」に対する意識が高まった環境下では、「部長だから」、「課

長だから」といった観点だけではビジネス上の決定要因にはなりえません。

また、上昇志向の強い社員が少なくなり、そこそこで満足する社員が増えてきているので、社

員の視点からも以前に比べ内部でのポストに魅力はなくなってきています。つまり、ポストで動

機付けが図れなくなってきているのです。「そこそこ仕事をしてそこそこの対価がもらえれば良

し」とする社員にとっては、責任だけ重くなり、対価と名誉を天秤にかけてもバランスのとれな

い「ポスト」は魅力がなく、むしろ「できれば就きたくない」というのが本音でしょう。

（４）環境変化に合わせ、今一度ポストの意義を考えなおす

上述してきたような環境の変化に合わせて、本来のポストの意義や組織内における機能性につ

いて見直し、そして再整備する必要があるのではないでしょうか。重要なことは、「ポストを担

えない社員はダメ」という発想を捨てることです。この発想の問題は管理を優先するあまり、社

員のキャリアの道を一本線で考えてしまうことです。

社員の適性を無視してポストに就けることは今後、人材の流出と社員とのトラブルの両観点か

らしてもリスクが高まるのは必至ですから、企業の人事を考える上でポストの見直しは喫緊のテ

ーマだと強く感じます。

最後に、ポストの見直しに取り組んだ事例について、ご参考までに紹介します。

ポストを整備するために一度現在の役職を全員１つ下げました。一見「降格」のようです

が、企業がきちんと組織体系の見直しであることを周知したので混乱も起こりませんでした

し（当然、金銭面での不利益は起きていません）、ポストに就いている社員のプライドも保

てました。また、こういった場合、特に注意すべきが対外的な問題ですが、こちらについて

も名刺の工夫等の措置を講じることで対応しました。組織や職制の見直しは徐々にできるも

のではないので、状況によってはこういった思い切った決断をすることも必要になってきま

す。なお、この企業では組織内の職制に対する意識が変化したことで、力のある若手社員の

登用が進んだことと指揮命令系統が明確になる効果がありました。

リーダーというポストを設け、固定化せず１年の任期制にし、任期が終われば、次の社員

と強制的に交代させる「ポスト任期制」を制度化したケースがあります。そうすれば、１年

とは言え適性がある程度、企業としては確認でき、かつ、誰もが１年で交代なので「降ろさ

れた」という意識には本人も周囲もなりません。また、入社数年の若手社員でも比較的早い

段階からキャリアを積ませることができます。
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１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △１．７ ９５．３ △５．２

２０年１０～１２月 ９４．０ △９．９ ９２．８ △１４．５ ９６．０ △７．８ ９３．５ △１４．９ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８
２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ ７２．３ △３４．６ ８９．０ △１８．１ ７３．９ △３３．５ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２

４～６月 ８５．２ △１８．５ ７８．３ △２７．８ ８６．１ △１９．３ ７８．６ △２７．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７～９月 ８９．８ △１２．６ ８４．１ △２０．１ ９２．６ △１０．６ ８５．２ △１９．３ ９４．７ △７．６ ９４．７ △１２．１
１０～１２月 ９２．４ △１．８ ８７．９ △５．４ ９５．４ △０．６ ８９．６ △４．１ ９３．４ △９．３ ９３．６ △１４．７

２１年 ２月 ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ １０１．６ △０．４ １０３．５ △１．７
３月 ８０．０ △２２．７ ７０．６ △３４．２ ８５．０ △１８．４ ７３．１ △３２．４ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４月 ８３．８ △２０．０ ７４．８ △３０．７ ８５．９ △１９．０ ７５．３ △３０．７ ９９．１ △１．１ ９７．１ △７．２
５月 ８５．９ △１８．９ ７９．１ △２９．５ ８５．６ △２１．０ ７８．９ △３０．０ ９９．６ △０．９ ９６．４ △８．４
６月 ８６．０ △１６．７ ８０．９ △２３．５ ８６．７ △１８．０ ８１．７ △２２．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７月 ８８．１ △１７．６ ８２．６ △２２．７ ８９．２ △１７．０ ８３．７ △２２．０ ９４．６ △７．７ ９５．０ △１０．６
８月 ９０．３ △１１．５ ８３．９ △１９．０ ９３．２ △８．３ ８４．２ △１９．０ ９４．７ △８．１ ９５．１ △１０．３
９月 ９１．１ △８．５ ８５．７ △１８．４ ９５．４ △５．８ ８７．７ △１６．８ ９４．７ △７．６ ９４．７ △１２．１
１０月 ９０．４ △７．７ ８６．１ △１５．１ ９４．３ △６．０ ８８．８ △１３．０ ９２．５ △９．０ ９３．３ △１４．４
１１月 ９４．３ ０．０ ８８．０ △４．２ ９６．９ ０．６ ８９．６ △３．１ ９５．６ △５．６ ９３．７ △１４．４
１２月 ９２．４ ３．１ ８９．７ ５．１ ９５．０ ３．９ ９０．５ ５．２ ９３．４ △９．３ ９３．６ △１４．７

２２年 １月 r ９５．７ ７．８ r ９２．１ １８．５ r１００．１ ７．２ r ９２．９ １９．６ r ９４．７ △６．１ r ９４．６ △１２．５
２月 p９５．０ １４．３ p９１．３ ３１．３ p１０１．４ １３．３ p９２．７ ２８．７ p９１．７ △９．７ p９５．５ △７．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３△３．０ ２１２，５７５△１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 r ９３３，７２０△５．６ r ２０６，５８９△４．２ r ２８３，３１７ △６．５ r ７８，４４２ △６．７ r ６５０，４０４ △５．２ r １２８，１４７ △２．５

２０年１０～１２月 ２５７，７０５△５．８ ５６，０７８ △４．６ ７９，０７８ △７．４ ２２，０９５ △７．８ １７８，６２６ △５．１ ３３，９８３ △２．４
２１年１～３月 r ２２９，０６０△６．３ r ４９，０８７ △７．２ r ６６，７４０ △８．３ r １８，１１４ △１１．１ r １６２，３２０ △５．４ r ３０，９７３ △４．６

４～６月 r ２２６，６３０△５．１ r ４８，１５６ △６．６ r ５９，５５４ △７．８ r １６，９９２ △１０．８ r １６７，０７６ △３．９ r ３１，１６５ △４．１
７～９月 r ２２７，６６６△３．５ r ４７，９９９ △７．０ r ６２，９５２ △４．１ r １６，９１３ △９．８ r １６４，７１３ △３．３ r ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 r ２４７，４６７△３．５ r ５２，５１５ △７．０ r ６６，０８０ △４．４ r １９，７５３ △８．８ r １８１，３８７ △３．２ r ３２，７６２ △５．８

２１年 ２月 r ６７，９４２△５．６ r １４，５１３ △８．１ r １８，６８０ △７．１ r ５，１４４ △１１．４ r ４９，２６３ △５．０ r ９，３７０ △６．１
３月 r ８０，４８２△７．９ r １６，５１０ △８．２ r ２３，４５０ △１１．９ r ６，２６５ △１２．９ r ５７，０３１ △５．９ r １０，２４５ △４．９
４月 r ７５，１０１△６．１ r １５，９５４ △６．７ r １９，４０２ △１０．８ r ５，６１１ △１１．３ r ５５，６９９ △４．１ r １０，３４３ △３．９
５月 r ７６，６７７△４．１ r １６，１８０ △６．４ r １９，７８３ △８．０ r ５，５８９ △１２．１ r ５６，８９４ △２．４ r １０，５９１ △３．０
６月 r ７４，８５２△５．１ r １６，０２２ △６．８ r ２０，３６９ △４．６ r ５，７９２ △９．１ r ５４，４８３ △５．３ r １０，２３０ △５．４
７月 r ７９，９２０△４．３ r １７，３５６ △８．４ r ２４，０８６ △３．５ r ６，７３０ △１１．８ r ５５，８３４ △４．７ r １０，６２７ △６．０
８月 r ７６，０２３△４．５ r １５，７０４ △６．８ r １８，６９３ △７．５ r ４，９９５ △８．９ r ５７，３３１ △３．３ r １０，７０９ △５．７
９月 r ７１，７２２△１．６ r １４，９３９ △５．６ r ２０，１７４ △１．６ r ５，１８９ △７．８ r ５１，５４９ △１．７ r ９，７５１ △４．３
１０月 r ７２，８３５△３．７ r １５，６０９ △７．２ r １８，９３２ △６．６ r ５，５８４ △１０．６ r ５３，９０２ △２．５ r １０，０２５ △５．２
１１月 r ７４，５７５△５．６ r １６，２１５ △９．７ r １９，６８１ △６．１ r ６，１１７ △１１．８ r ５４，８９４ △５．４ r １０，０９８ △８．３
１２月 r １００，０５７△１．８ r ２０，６９１ △４．６ r ２７，４６６ △１．４ r ８，０５２ △５．１ r ７２，５９０ △１．９ r １２，６３９ △４．３

２２年 １月 r ７６，９８９△２．７ r １７，１４７ △５．７ r ２１，１３５ △１．４ r ６，２０９ △５．７ r ５５，８５５ △３．２ r １０，９３８ △５．７
２月 p ６６，１３２△０．９ p １４，０１８ △４．０ p １６，３７０ △０．１ p ４，７６３ △５．３ p ４９，７６２ △１．２ p ９，２５５ △３．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年５月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６６／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2010.04.19 21.33.15  Page 21



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ △０．１ １００．０ △０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０
２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０

４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２１年 ２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２
２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △７．５ １，０４３，９７１ △２３．４

４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２１年 ２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △１．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △１．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △３．５ ３７２，４２８ △２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年５月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７
２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４

４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２１年 ２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９
２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５

４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２１年 ２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２０ △１０．９ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９１７ △１０．７ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７
６月 １，００７ △１０．３ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１２９ △３．７ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ － ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ － ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年５月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 r ３７７，１５４ △１．１ r ７１１，４５６ △１６．４ r１，５５２，４４９ １１．９ r ７１９，１０４ △４．１

２０年１０～１２月 ８５，３６２ △１４．２ １７０，６８８ △２３．１ ３５５，９９２ △８．０ １７６，９３７ △９．５
２１年１～３月 r ６３，７６７ △３５．８ r １１１，９１２ △４６．９ r ２１８，８３３ △４４．８ r １２０，９３７ △３６．８

４～６月 r ５６，６３２ △４７．１ r １２８，０９１ △３８．６ r １９４，４３８ △５９．０ r １１９，９１７ △３９．９
７～９月 r ９６，３０５ △２０．４ r １４４，６２２ △３４．４ r ２３３，９３８ △５３．５ r １３４，１３７ △３９．５
１０～１２月 r ８４，９０６ △０．５ r １５７，０８２ △８．０ r ２６５，３４２ △２５．５ r １４０，００３ △２０．９

２１年 ２月 r ２０，４４０ △４２．６ r ３５，２９６ △４９．４ r ６３，２５４ △５２．０ r ３４，５８７ △４２．７
３月 r ２２，７８２ △３７．７ r ４１，８３８ △４５．５ r ７７，１９８ △４２．８ r ４１，８９２ △３６．４
４月 r １９，２８２ △４５．６ r ４１，９４７ △３９．１ r ７６，５０４ △４３．４ r ４１，４５７ △３５．５
５月 r １９，６９９ △４３．４ r ４０，２００ △４０．９ r ６１，１９３ △６６．１ r ３７，３８６ △４２．２
６月 r １７，６５１ △５２．０ r ４５，９４４ △３５．８ r ５６，７４１ △６４．３ r ４１，０７４ △４１．７
７月 r ３６，２７０ △１７．１ r ４８，４３０ △３６．５ r ６８，３３４ △５５．０ r ４４，７７３ △４０．６
８月 r ２２，７５７ △４７．１ r ４５，０９８ △３６．０ r ７２，６０８ △５９．８ r ４３，４４６ △４１．０
９月 r ３７，２７８ ８．７ r ５１，０９４ △３０．６ r ９２，９９６ △４５．６ r ４５，９１８ △３６．８
１０月 r ３０，０２８ △２７．２ r ５３，０８３ △２３．２ r ８８，３０２ △４４．１ r ４５，０８３ △３５．５
１１月 r ２７，９５５ ２０．６ r ４９，８８２ △６．３ r ８０，７３９ △２０．６ r ４６，２２９ △１６．７
１２月 r ２６，９２３ ２８．６ r ５４，１１７ １２．０ r ９６，３０１ △０．０ r ４８，６９１ △５．５

２２年 １月 r ２２，１９４ ８．０ r ４９，０１６ ４０．９ r ９４，７５８ ２０．９ r ４８，４０６ ８．９
２月 p ３３，２４４ ６２．６ p ５１，２８７ ４５．３ p ９１，９９３ ４５．４ p ４４，７７７ ２９．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

２０年１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２
２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２１年 ２月 １２９，６８３ ３．２ ５，５５６，９５２ ２．２ ９０，４９９ ３．５ ４，１９４，７６９ ４．５
３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４月 １３１，２０２ １．７ ５，６４０，７３０ ２．４ ９１，３５５ １．２ ４，１７９，７１９ ４．１
５月 １３１，１２９ ２．２ ５，６３１，１２６ ２．４ ９１，０１２ ２．１ ４，１６９，９９３ ３．６
６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７月 １３０，６８３ １．８ ５，６２６，７９２ ２．５ ９０，１１３ ２．６ ４，１５２，７２４ ２．８
８月 １３１，１５２ １．７ ５，６１１，１３８ ２．６ ９０，１１５ ２．４ ４，１３７，８２６ ２．４
９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０月 １３１，９１４ ３．４ ５，５９７，３９４ ２．７ ９１，３０８ １．７ ４，１４４，５０６ １．３
１１月 １３２，００５ ２．７ ５，６５０，４５０ ２．４ ９１，２８０ １．１ ４，１３６，０８２ △０．０
１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１
２月 １３３，２１３ ２．７ ５，６８３，７２６ ２．３ ９１，９８３ １．６ ４，１３８，２５４ △１．３

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年５月号
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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成22年1～3月期実績、平成22年4～6月期見通し）�

●人事管理の問題解決策�
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